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1. 令和2年度 支部保険者機能強化予算一覧（案）
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予算区分 取組名 予算額

医
療
費
適
正
化
対
策

①業務部門 新規 「第三者行為による傷病届未提出者」への電話勧奨業務委託 495,000

②企画部門

新規 働き盛り世代の地域・業種・年齢別の健康づくり事業の実施 3,123,000

継続 京都府・市町村・関係団体と連携した健康づくり事業 4,815,800

③紙媒体による
広報

継続 紙媒体による広報 7,518,000

④その他広報 新規 位置情報を利用したジェネリック医薬品の効果的な広報 1,760,000

医療費適正化予算（※） 17,712,000

令和2年度 支部保険者機能強化予算一覧（医療費適正化等予算）
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※予算区分ごとに1,000円未満の端数を切り上げした額を合計したもの

（円）



予算区分 取組名 予算額

健
診
受
診
率
の
向
上

⑤健診経費 健診実施機関実地指導旅費 100,000

⑥集団健診

継続 京都市がんセット検診と特定健診集団検診同時実施勧奨 1,386,000

継続
オ
プ
シ
ョ
ン
付
集
団
健
診

GISはがき勧奨委託

10,884,500

拡大 イオンモール等会場費補助

継続 2月オプション月間受診勧奨

継続 キレイフェスタ勧奨

拡大 特定健診の受診申込をQRコード

継続 キレイフェスタオプション測定費用補助

継続 オプション測定費用補助

継続 年次案内での集団健診受診勧奨 1,815,000

継続 令和2年度下半期集団健診受診勧奨 2,200,000

新規 QRコードを利用したWEB申込ツール 1,705,000

⑦事業者健診

継続
デ
ー
タ
取
得
に

係
る
業
務
委
託

同意書取得勧奨

12,342,000

継続 健診機関契約勧奨

継続 紙媒体提出勧奨・取得業務

継続 紙媒体データ化

継続 同意書再取得勧奨

⑧健診受診
勧奨等経費

継続 生
活
習
慣
病
予
防

健
診
受
診
勧
奨

下期事業所あて文書勧奨

6,605,500
継続 個人あて勧奨

継続 新適事業所案内送付、電話勧奨

継続 任継被保険者へ健診案内

継続 特定健診受診券封入封緘業務委託 1,366,200

継続 年次案内での生活習慣病予防健診受診勧奨 1,375,000

継続 健診機関へ健診受診勧奨ツールの設置 594,000

⑨健診推進経費 生活習慣病予防健診・事業者健診・事業者健診データ取得・特定健診 14,240,000
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令和2年度 支部保険者機能強化予算一覧（保健事業）

（円）



予算区分 取組名 予算額

保
健
指
導
の
利
用
促
進

⑩保健指導経費

中間評価時の血液検査費 660,000

保健指導用パンフレット作成等経費 400,000

保健指導用事務用品費（測定用機器類等） 100,000

保健指導用図書購入費 100,000

公民館等における特定保健指導 210,000

保健指導推進経費 1,079,000

⑪保健指導利用
勧奨

拡大 特定保健指導の電話による利用勧奨業務の委託 6,336,000

拡大 オプション付指導の実施 1,083,940

新規 保健指導個別案内文書作成・封入封緘の業務委託 1,980,000

新規 特定保健指導の専門機関による集合型面談の実施 264,000

重症化
予防

⑫未治療者 新規 パンフレット送付後電話勧奨 6,509,900

⑬重症化予防 継続 糖尿病患者のパンフレット 5,500

コラボ
ヘルス

⑭コラボヘルス

継続 健康宣言事業の実施 3,586,000

継続 健康宣言事業所のフォローアップ 5,918,000

新規 モデル事業所での健康経営実践プロジェクトトライアル 3,076,800

⑮情報提供ツール 新規 事業所健康度診断書 3,352,800

保健事業予算合計（※） 89,277,000
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令和2年度 支部保険者機能強化予算一覧（保健事業）

※予算区分ごとに1,000円未満の端数を切り上げした額を合計したもの

（円）



健
康
課
題
の
解
決
・
加
入
者
の
健
康
増
進

事業所
個
人

・事業所健康度診断書（カルテ）の
展開
・ハイリスク事業所へのアプローチ
・モデル事業所との健康経営実践

・健康宣言事業所への健康づくり
の促進

コラボヘルス

・60歳以降に入院した加入者の入院前の傾向と健診関係との
因果関係及び医療費が高額となる要因（心疾患）の分析

・「特定保健指導運用方法・行動目標・問診項目別の健診・医
療費による特定保健指導の効果と対象者の特性分析
・京都府との共同分析による地域の健康課題の把握

医療費適正化

・支部の特定保健指導
・健診機関における当日実施の推進
・外部専門機関の活用
・被扶養者の保健指導

特定保健指導

・金融機関等との連携による健康
経営事業（セミナーの実施等）

・自治体等との健康経営事業協同
実施（各種健康イベント等）

職場の課題に応じた健康
セミナー等の実施

コラボヘルス

・未治療者へ勧奨文書送付後、電話勧奨
・レセプトによる受診確認
・支部課題に特化した重症化予防（LDLコ
レステロール高値者へのアプローチ）

未治療者の受診勧奨対策

心疾患による
入院リスク者

60歳以上の

心疾患ハイリ
スク者

生活習慣病
被扶養者の集団検診
事業者健診データ取得

健診

・紙媒体による広報

・位置情報を利用したジェネリック医薬
品の効果的な広報
・第三者行為による傷病届の届出催告

メタボ受診
勧奨域の対象者

令和2年度各事業の関係図

医療費適正化

②

②

⑫⑬

⑩⑪

⑭

⑤⑥⑦⑧⑨

医療費適正化 ①③④
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⑭⑮



2. 参考資料

令和元年10月31日評議会資料
「資料3令和2年度支部保険者機能強化予算について」より抜粋



テーマ別の取り組み内容について

ⅰ.医療費の分析
ⅱ.効果的な広報
ⅲ.健康経営の推進
ⅳ.健診受診率の向上
ⅴ.特定保健指導の利用促進
ⅵ.業務効率化
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働き盛り世代の地域・業種・年齢
別の健康づくり事業の実施

働き盛り世代の受診行動の分析

• 60歳代で入院している加
入者

対象者

312万円

予算（概算）

• 過去５年のレセプトと健診受診者リストを突合
• 入院患者の入院前の傾向（急性・慢性・健診
受診や保健指導の有無）

• 入院等の医療費が高額となる要因分析
• 心疾患等の因果関係
• 地域、業種（業態別）、規模、年齢階級、性別
ごとの傾向

実施内容

なぜこの計画を実施するのか

• 京都支部は、60歳以降の入院医療費が全国と比較
して高い

• 65歳以降における外来医療費も全国と比べて高く
なっている

目的

• 60歳以降に入院した加入者の入院前の傾向と健診関係との因果関係
を把握し、40～50歳代に向けた健康づくりの取組推進

•データ分析から重点を置くべきターゲットを特定し、特性に応じた特定
保健指導等の事業展開を実施

•連携している京都府との共同分析による地域特性の把握と関係団体
との連携事業強化

新規事業

この入院患者は
入院前にどんな
状況だった？

9

◎評議員意見
「業種によって若い世代にどう伝えていくかが重要」、
「事務、現業等どういう仕事かを分析していただきたい」、
「分析結果を保健指導等へ反映させていくべき」、

「データ連携等により京都府と協力して事業を進めていた
だきたい」



テーマ別の取り組み内容について

ⅰ.医療費の分析
ⅱ.効果的な広報
ⅲ.健康経営の推進
ⅳ.健診受診率の向上
ⅴ.特定保健指導の利用促進
ⅵ.業務効率化
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位置情報を利用したジェネリック医薬品の効果的な広報

なぜこの計画を実施するのか

•京都支部のジェネリック医薬品使用割合全国順位は42位と
下位である

•広報理解度調査結果から、情報を得やすい情報発信手段と
して 「SNS]の割合が上昇していることから、新たなインター
ネット上の広報手段を増やす必要がある

目的

•京都支部加入者のジェネリック医薬品使用割合の向上

•協会けんぽの知名度向上

•ジェネリック医薬品に対する正しい知識を広める

ジェネリック医薬品の使用促進

• 京都府内の病院・薬局の
５㎞内に所在および通院
している方

対象者

176万円

予算（概算）

• 薬に興味関心のある方にジェネリック医薬品の正し
い知識とお得感（切り替えた際の価格や先発医薬品
よりも改良されている点等）を訴求し、行動変容を促
す

• 病院の待合等の隙間時間にインターネット検索ペー
ジ上のバナー広告をクリックすると、ジェネリック医
薬品についての広告ページに遷移する仕組み

実施内容

新規事業
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医療
機関

携帯電話の位置情報をもとに医療機関
内にいる方に対してジェネリック医薬品に
ついての情報を伝達

ＳＮＳ
広告等
を配信



テーマ別の取り組み内容について

ⅰ.医療費の分析
ⅱ.効果的な広報
ⅲ.健康経営の推進
ⅳ.健診受診率の向上
ⅴ.特定保健指導の利用促進
ⅵ.業務効率化
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健康宣言事業所のフォローアップ

なぜこの計画を実施するのか

• 事業所が健康づくり、健康増進を進めるうえで、従
業員と一体となって取り組めるフォローメニューが必
要

• 事業所における健康づくり意識を促進し、健康経営
の取り組みを推進する

目的

• 健康づくりの定着

• 健康宣言事業所数の拡大

健康づくりを事業所から広めたい

• 被保険者（健康宣言事業
所及び健康保険委員事業
所）

対象者

591万円

予算（概算）

・事業所が健康づくり、健康増進に向けて従業員
と一体となって取り組みを推進できるよう、職場内
で60分程度の健康づくり講座を開催する

・セミナー実施事業所へ健康経営の実践、健康
宣言、健康保険委員への登録等を促す
・アフターフォローによる実践効果の検証

実施内容

【令和元年度の取り組み】

拡大事業

◇フォローメニュー
【運動推進】
・運動習慣が生活習慣病を予防する
・｢今さら、筋トレ・・・」から｢今から、筋トレ!!｣でロコモ予防
・腰痛･肩こり解消でお仕事効率アップ!
・ビジョントレーニングと眼病予防
【生活習慣病予防】
・食生活を整える ・生活習慣病を予防しましょう
・禁煙と節酒のススメ ・一般人も歯が命!お口の健康のすすめ
【メンタルヘルス】
・こころの健康管理 ・職場で取り組むストレスマネジメント
【アンケートの実施】

◇開催回数
140回（うち北部開催最大16回、健康保険委員向け研修会等

で10回程度実施）
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モデル事業所での健康経営
実践プロジェクトトライアル

なぜこの計画を実施するのか

• 健康経営を実践するために個別に助言や提案を行
い、効果を実感していただくもの

• モデル事業所が行うことで、エビデンスを示し、加入
事業所や自治体等に好事例として展開できる

目的

• 健康宣言事業所における健康経営における課題解
決のヒントを示すこと

• 健康宣言事業所のフォローアップ

健康づくりを事業所から広めたい

• 健康宣言事業所20社程度
• 健診や保健指導を受ける
ことが難しい業種を選定

対象者

307万円

予算（概算）

• 業種、業態、企業規模等を考慮して10社程度
をモデルとして選定

• 健康経営実践プロジェクトを施行
• ３か月の実践後、評価を実施

実施内容

【令和元年度の取り組み】

・健康宣言事業所の企業取り組み支援
・健康経営セミナー開催

新規事業
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◎評議員意見

「健診や保健指導を受けるのが難しい業種の事業所をモデ
ル事業所として選定するのがよい」



事業所健康度診断書の作成

なぜこの計画を実施するのか

• データの分析、集約および通知書のデザインを含
めて、作成が困難な状態にある。

• 事業所における健康づくり意識を促進し、健康経営
の取り組みを推進する

目的

• 健康づくりの定着のための事業所訪問ツール作成

• 事業所の健康課題を見える化し、解決に向けた行
動変容につなげる

健康づくりを事業所から広めたい

・健康宣言事業所（425社）

・健康経営優良法人認定を目指
す協会けんぽ加入事業所

対象者

335万円

予算（概算）

・診断書の作成を業務委託し、資料の完成度を高める

・京都支部職員による健康宣言事業所に対するアフ
ターフォローを強化する。
・診断書を送付した事業所における
①健診受診率・保健指導実施率の向上
②健康度（健診数値等）の向上
が期待される。

実施内容

【令和元年度の取り組み】

新規事業

京都支部作成物
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追加



テーマ別の取り組み内容について

ⅰ.医療費の分析
ⅱ.効果的な広報
ⅲ.健康経営の推進
ⅳ.健診受診率の向上
ⅴ.特定保健指導の利用促進
ⅵ.業務効率化
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なぜこの計画を実施するのか

• 左京区、上京区など実施可能な健診会場が少ない

• 集客が見込めても健診会場費用が高額であるため
健診機関が実施しにくい

• 健診施設が少ない地域の集合会場を増やしたい

• 集客が見込める商業施設での開催を増やしたい

目標数値

• 1会場 100名 ×12会場 ＝1,200名

被扶養者の特定健診受診率向上

• 生活習慣病予防健診
• 特定健診 対象者

対象者

198万円

予算（概算）

• 上期・下期にそれぞれ1回募集
• 協会が指定した会場で当日保健指導も行える
健診機関を募集

• 年間12会場×15万円

実施内容

・京都国際会館 ：21万円
・イオンモール ：3～15万円
土日開催の場合、
昨年のイオンモール特定健診
1日平均80～100名受診

拡大事業
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検診車による集合健診・集団健診同時実
施会場費の補助事業

◎評議員意見

「健診以外のメリットを感じられるようにしてはどうか」、「「からだメン
テナンス」や「美」もアピールしてはどうか」、
「骨密度測定などは行列ができてよい」、

「家族で食事を改善する取組など他の保険者の取組も参考にして
いただきたい」



オプション付特定健診のQRコードを
利用したWEB申し込みツール

なぜこの計画を実施するのか

• 強化月間の特定健診の申込みは電話、返信用ハ
ガキとなっている

• 簡素化し受診率の向上をめざす

• 対象者がQRコードを使用する率を把握したい

• 医療機関の受付業務簡素化

目標数値

• 健診機関１機関 集団健診会場 3会場

• 特定健診受診申込み 600名

被扶養者の特定健診受診率向上

• オプション付特定健診受診
勧奨対象者 600名

対象者

170万円

予算（概算）

・特定健診のDMにQRコードを付け、受診対象者
が読み込みWebサイト上にて予約完了
・申込み対象者を医療機関へセキュアメールで
メール
・問診票等を対象者へ送付
・QRコード利用申込み率により、今後さらに拡大
予定

実施内容

オプション付特定健診（被扶養者）5会場
平成30年度
勧奨はがき 約 6,000枚送付
受診率 8.7％ 525名受診

令和2年度
勧奨はがき 約 20,000枚送付
受診率目標 10％ 2,000名受診

令和元年度目標 特定健診実施者数
昨年比＋3,900名

新規事業
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◎評議員意見
「ＱＲコード以外の方法があってもよい」、
「ＷＥＢ上での手続を推進してほしい」、
「ＬＩＮＥ等で加入者に定期的な健診案内をしてはどうか」



テーマ別の取り組み内容について

ⅰ.医療費の分析
ⅱ.効果的な広報
ⅲ.健康経営の推進
ⅳ.健診受診率の向上
ⅴ.特定保健指導の利用促進
ⅵ.業務効率化
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なぜこの計画を実施するのか

•専門機関へ委託した事業所が指導の受入れ拒否の場合、
委託業者による個人への再案内を行っていない

•協会の京都府北部の指導者が不足している

•個人勧奨による集合型保健指導の委託を公募するが協会
の会場費用負担が低額だったため、北部地域の見込みが
立たず、不落となった

目標数値

• 令和元年度 目標 特定保健指導実施率14.8％

• 集合会場での保健指導実施 200名

特定保健指導の実施率の向上

40歳以上の被保険者で特定
保健指導対象者のうち
事業所が受入れ拒否となっ
た対象者

対象者

27万円

予算（概算）

特定保健指導の専門機関への委託契約時に、個人勧奨し会場呼び出
し型の特定保健指導の内容を入れる。または集合型のみ別途契約。

【事業所拒否の場合：個人勧奨による集合型面談】

（現状）協会にて個人勧奨後、支部呼び出しなどで実施
（令和２年度）集合会場を設定し、年に数回
集合型の保健指導を実施する会場費用補助。 30,000円×8会場

実施内容

≪令和元年度委託対象者数≫
特定保健指導全委託：1,500名
特定保健指導継続支援委託：3,760名

新規事業 特定保健指導の専門機関による集合型
面談の実施
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◎評議員意見「委託された事業者のスキル向上が必要」



外部委託による未治療者へ受診勧奨

なぜこの計画を実施するのか

• 未治療者への文書・電話による受診を実施するも、
マンパワー不足もあり受診率向上に結び付かない

• 他支部が外部委託を利用し、受診率向上効果が期
待できる

目標数値

• 受診率14.0％

未治療者の受診率向上

本部から1次勧奨後の2次勧奨
生活習慣病予防健診受診者の中で、収縮期
血圧180mmHg以上、拡張期血圧110mmHg
以上、空腹時血糖160mg/dl以上、
HbA1c8.4％以上いずれかで未受診者の方

対象者

651万円

予算（概算）

• １か月に１回二次勧奨対象者リストを送付する
• 受診勧奨に結び付き対象者の行動変容に結びつく
文書により勧奨を行う(LDL140mg/dl以上の方には、
脂質異常のリスクも合わせて伝える）

• さらに電話勧奨で、受診の必要性をお伝えする
• 受診状況をレセプトで確認し、受診につながればイ
ンセンティブとして報酬を支払う

実施内容

平成29年度：12.7％
平成30年度：11.0％

委託予定数量：
文書2,040件
電話2,040件
受診によるインセンティブ600件の
予定

新規事業
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◎評議員意見「事業スパンを１年より長く、例えば
２～３年と設定してはどうか」



テーマ別の取り組み内容について

ⅰ.医療費の分析
ⅱ.効果的な広報
ⅲ.健康経営の推進
ⅳ.健診受診率の向上
ⅴ.特定保健指導の利用促進
ⅵ.業務効率化
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「第三者行為による傷病届」の届出勧奨

なぜこの計画を実施するのか

•交通事故等により保険証を提示して医療を受ける場合は、この
届出が必要だが、加入者自身が届出を知らず、未提出となる
ケースが多い。

•協会から案内文書（年間約500件）を送付しているが、第1回の
勧奨では、回収率は約60%（300件）の提出にとどまっている。以
降も定期的に勧奨をしているが、約24%（120件）が未提出となっ
ている。

•文書発送・電話勧奨など外部委託を組み合わせて実施すること
で、約120件のうち、半数の60件の提出を見込む。

•その場合、試算では、約3,000万の医療費適正化につながる（年
間の求償案件の調定額を前年並の約2億円・1件当約50万で試算）。

目的

•損害賠償金・債権の確実な回収による医療費適正化

「第三者行為による傷病届」等の届出勧奨

• 第三者行為による傷病届未提出者

対象者

49万円

予算（概算）

• 勧奨において、外部委託による文書発送と時期を合わせて電話勧奨
を行い、制度説明と提出勧奨を行う。文書発送に伴う作業・事前の電
話による問合せの削減など職員の業務効率の向上を図る。

• 状況を見ながら、第3者行為だけでなく、負傷原因照会、保険証回収、
債権回収、扶養の再確認など加入者、事業所へのアプローチも検討
する。

• 提出率、収納状況などにより本事業の効果検証を行う。

実施内容

新規事業

負傷
原因
照会

届出催告の流れ・提出率推移（例）
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レセプト
第三者
表記

加入者
等からの
連絡

１か月
以内
催告
提出率
６０％

再催告
３か月後

提出率
７５％

半期に
１度
再催告
3年間

提出率
７６％

事象判明

３００件５００件 ３７５件 ３８０件

勧奨1回目 勧奨2回目 勧奨3回目 勧奨4回目以降

◎評議員意見

「弁護士としてどう関わっていくべきかわかりにくい」、
「届出の簡素化を図ってはどうか」

変更


